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Ⅲ 特別調査事項（雇用者数の過不足感）

（ ） 、 、・ 政府の月例経済報告 平成１５年７月内閣府発表 では わが国経済の現状について
「景気は、おおむね横ばいとなっているが、このところ一部に弱い動きがみられる」と
の判断を示し、雇用情勢については 「完全失業率が高水準で推移するなど、依然とし、
て厳しい」としている。

・ ５月の全国の有効求人倍率は０.６１倍と前月に比べ０.０１ポイント上昇したが、完
全失業率は５.４％と高水準で推移しており雇用を取り巻く環境は依然として厳しい状況
が続いている。

・ このような状況の中、県内中小企業における「雇用者数の過不足感」の動向を把握す
るため、埼玉県四半期経営動向調査（平成１５年６月調査）の特別調査事項として調査
を行った。

※ 本文中に関する数値については、グラフのほかアンケート調査集計表３８頁以下を参
照してください。

１ 概 況
については、全体でみると現状を「適正」としている企業が多数を占雇用者数の過不足感

めている。
前回調査に比べ 「過剰」と回答した企業割合が減少に転じ 「不足」が増加に転じてい、 、

る。また、平成１２年６月調査以来３年ぶりに「不足」が「過剰」を上回った。

をみると 『製造業 『非製造業』ともに 「適正」とする企業が最も職種別に過不足感 、 』、 、
高い割合を示している。その中で比較的不足感を生じている職種はすべての調査対象業種に
おいて 「営業・販売部門」及び「研究開発部門」となっている。一方 『製造業』の「生、 、
産部門」では 「過剰」と回答した企業割合は前回調査に比べわずかに低下したが、今なお、
４社に１社程度が過剰感を抱いている結果となった。

をみると 『製造業 『非製造業』ともに「１０～２０歳代」では 「不年齢別に過不足感 、 』、 、
足」が５割前後を占めているが、年齢層が上がるにつれて「不足」が減少し 「過剰」が増、
加している。特に 『製造業』では 「５０歳代以上」において 「過剰」が５割を超えてお、 、 、
り、極めて過剰感の強い状況を示している。

については、全体をみると「ほぼ増減なし」とする回答が最も多く今後の雇用者数見込み
を占めている。
また 『製造業』では依然として「減少見込み」が「増加見込み」を上回る一方 『非製、 、

造業』では「増加見込み」が「減少見込み」を上回る結果となった。

〈 〉 〈 〉雇用者数の過不足感 全体 今後の雇用者数見込み 全体
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２ 業種別にみた雇用者数の過不足感

○ における雇用者数の過不足感製造業
雇用者数の過不足感雇用者の過不足感について 現状を 適正、 「 」

とする企業は、今回の調査でも最も高い割合
を示している。
また 「過剰」と回答した企業割合が「不、

足」と回答した企業割合を依然として上回っ
、 「 」 、ているが 前回調査に比べ 過剰 が減少し

「不足」がわずかに増加している。
製造種の内訳（３８頁参照）をみると、調

査対象の１０業種中「食料品」及び「金属製
品」を除く８業種で「過剰」と回答した企業
が「不足」と回答した企業を上回る結果とな
った。

職種別過不足感
職種別に過不足感をみると、すべての職種

で現状を「適正」と回答した企業が最も高い
割合を示している。
また 「生産部門」及び「一般事務部門」、

を除く３職種で 「不足」が「過剰」を上回、
っている。
「生産部門」では回答企業の４社に１社程
度が過剰感を抱いている一方で 「研究開発、
部門」や「営業・販売部門」では３社に１社
程度が不足感を抱いている。

年齢別過不足感
年齢別に過不足感をみると 「４０歳代」、

及び「３０歳代」で現状を「適正」と回答し
た企業割合が最も高く 「１０～２０歳代」、
では「不足」が 「５０歳代以上」では「過、
剰」がそれぞれ最も高い割合を示している。
「５０歳代以上」では「過剰」と回答した

企業が５割を超えるなど、依然として過剰感
が強い結果となった。
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○ における雇用者数の過不足感非製造業
雇用者数の過不足感雇用者の過不足感について 現状を 適正、 「 」

とする企業は、今回の調査でも最も高い割合
を示している。
また 「不足」と回答した企業割合が「過、

剰」と回答した企業割合を上回っており、前
「 」 、「 」回調査に比べ 過剰 が減少に転じ 不足

が増加に転じている。
非製造業の内訳（３８頁参照）をみると、

すべての業種で現状を「適正」とする中で、
「 」 、「 」卸売・小売業 を除く５業種では 不足
と回答した企業が「過剰」と回答した企業を
上回っている。
特に「情報サービス業」ではおおむね３社

に１社が不足感を抱いている。

職種別過不足感
職種別に過不足感をみると、すべての職種

で現状を「適正」と回答した企業が最も高い
割合を示している。
また 一般事務部門 を除く４職種で 不、「 」 「

足」が「過剰」を上回っている。
特に 「研究開発部門」や「営業・販売部、

門」では回答企業の３割程度が不足感を抱い
ている。

年齢別過不足感
年齢別に過不足感をみると 「１０～２０、

歳代」を除く年齢層で現状を「適正」とする
回答が最も高い割合を示した。
「１０～２０歳代」では 「不足」の回答、

割合が最も高く、不足感は強い。
一方 「５０歳代」では回答した企業のお、

おむね３社に１社が過剰感を抱いている結果
となった。
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３ 今後の雇用者数見込み

今後の雇用者数見込みについては 『製造業 『非製造業』ともに 「ほぼ増減なし」との、 』、 、
回答が最も多くを占めている。
『 』 「 」 「 」 、『 』製造業 では 減少見込み と回答した企業割合が 増加見込み を上回り 非製造業
では「増加見込み」が「減少見込み」を上回る結果となった。
また 『製造業 『非製造業』ともに 「増加見込み」及び「減少見込み」と回答した企業、 』、 、

割合が、前回調査に比べ、わずかながら増加している。
『 』 、「 」、「 」 「 」製造業 の内訳(４８頁参照)をみると 一般機械器具 食料品 及び 家具・装備品
を除く７業種で「減少見込み」とする回答が「増加見込み」とする回答を上回っている。
『非製造業』の内訳（４８頁参照）をみると 「情報サービス業 「サービス業」及び「医、 」、

療業」では「増加見込み」とする回答が「減少見込み」とする回答を上回っている。
特に「情報サービス業」では、回答企業のおおむね３社に１社程度が「増加見込み」として

いる。
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